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作成年月日 令和２年10月21日 

作成部局 

課 室 名 

産業労働部政策労働局 

労政福祉課雇用就業室 

 

 

「緊急対応型雇用創出事業」の追加実施 

 
 

離職を余儀なくされた労働者等に対して、次の雇用までのつなぎの雇用を創出する緊急

対応型雇用創出事業について、以下のとおり、追加雇用に着手します。 

 

１ ７月補正計上分〔別紙１〕 

   100人分の雇用を追加募集します。（500人中、350人着手済み） 

 

２ ９月補正計上分〔別紙２〕 

    500人分全ての雇用確保を、民間事業者の柔軟な発想と企画を活用する公募提案

型事業により実施します。 

   ①雇用数：500人分 

   ②事業条件：コロナ関係失業者等を10名以上雇用して実施する事業であること 

         新規雇用者の人件費は委託事業費の概ね６割以上であること 等 

   ③審査方法：企画提案コンペ審査会において内容を審査し選定 

   ④公募期間：令和２年10月22日（木）から11月６日（金）まで 

   ［公募以降のスケジュール］ 

    11月中旬  企画提案コンペ審査会開催 

    11月下旬  委託契約締結 

 

 
  緊急対応型雇用創出事業 

〔令和２年度７月補正予算〕 
   ○予 算 額：1,000,000千円（全額地方創生臨時交付金） 
   ○実施規模：雇用者数500人 
  〔令和２年度９月補正予算〕 
   ○予 算 額： 715,000千円（全額地方創生臨時交付金） 
   ○実施規模：雇用者数500人 
 
 
 
 
 
 

＜問い合わせ先＞ 
兵庫県産業労働部政策労働局労政福祉課労政企画班 TEL: 078-362-3227 



事業名 事業内容
新規雇用
者数(人)

税務行政手続効率化・簡
素化促進事業

県税分野の行政手続き簡素化に向け、各種申請・届
出書等の見直しにかかる資料収集、データ整理・加
工等を実施

1

”ひょうごで暮らす！”
体験キャンペーン事業

県有施設等を活用したお試し移住・テレワークを推
進する「”ひょうごで暮らす！”体験キャンペーン
事業」の広報業務や申請書の審査補助業務等を実施

2

3

新型コロナ感染症関係統
計業務支援事業

各保健所や医療機関の負担軽減を図るため、新たに
発生している情報照会・統計関連業務を支援

1

収入減少者等介護保険料
減免申請等審査請求支援
事業

大幅増が見込まれる介護保険料の審査請求に対応す
るため、推進員を配置

1

身体障害者疫学調査事業
2005年度以降に交付した身体障害者手帳から四肢切
断者を抽出し、切断部位、切断理由等の疫学調査を
実施

1

3

コミュニティ・ビジネス
ＩＣＴ活用促進事業

CB団体のＩＣＴ化促進を図るため、オンライン会議
やリモートワーク導入の説明、パソコン操作指導等
を実施

6

中小企業事業再開支援
データベース化事業

申請者の種別、業種別等に分類整理し、業種別等の
事業再開に向けた取組のデータベースを作成

1

中小企業向け労働環境相
談支援事業

中小零細企業に対して、労働環境に関する相談支援
を実施

19

26

県産農林水産物直売・消
費応援事業

県産農林水産物の需要を喚起するため、直売所で実
施する消費応援事業に係る申請受付及び審査業務を
支援

2

環境関係申請等感染予防
対策事業

郵送受付への変更に伴い増加する各県民局の許認可
等業務について、申請書確認等の業務を支援

7

非経済林データベース化
事業

県所有の人工林のデータと、市町所有の経済林（森
林経営計画区域）のデータを照合し、双方が重なる
エリアを経済林、残りの部分を非経済林として特定
してデータベース化

2

自然公園施設の現場調査
事業

需要が増加している自然公園・自然歩道の安全な利
用を図るため、既存台帳を利用した施設調査を実施

2

令和２年度 緊急対応型雇用創出事業一覧（7月補正・追加実施分）

企画県民部　計

健康福祉部　計

産業労働部　計
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事業名 事業内容
新規雇用
者数(人)

但馬牛・神戸ビーフ情報
発信強化事業

但馬牛・神戸ビーフの需要喚起を図るため、「県立
但馬牧場公園但馬牛博物館」の情報発信機能を強化

1

自然公園魅力向上推進事
業

需要が増加している六甲地域・他自然公園の魅力向
上を図るため、騒音・速度調査、公園施設・眺望箇
所等の巡視及び利用者への声かけ等を実施

1

保安林台帳等整備事業
合筆・分筆による保安林箇所の地番変更調査や、位
置の特定が困難な保安林箇所等の更新等、保安林台
帳の調整を実施

2

許認可申請事務等感染予
防対策事業

郵送対応となっている水大気課での許認可等の業務
について、申請書確認等の業務を支援

1

18

土木業務デジタル化等推
進事業

土木業務のデジタル化、土木事業設計・積算業務補
助等を実施

11

建設業法にかかる届出対
応・台帳整理等事業

申請・届出書類の郵送手続増及び建設業法改正
（R2.10.1）に伴う事務の増加に対応するため、申
請・届出書類のチェック、台帳整理等を支援

3

道路照明灯の点検事業
道路照明灯が台風等の強風で倒壊しないよう、根元
の腐食状況の一斉点検等を実施

9

河川等監視ライブカメラ
増設設置事業

河川等ライブカメラの増設設置に向け、既存資料の
整理、データベース入力、HP作成支援、設置箇所の
写真データの整理等の作業を実施

1

県立淡路佐野運動公園環
境美化推進事業

県立公園の良好な利用環境を維持するため、県立淡
路佐野運動公園内の倒木の除去や枯死した樹木の伐
採等を実施

10

34

人と自然の博物館
資料・標本整理事業

植物および昆虫標本の整理およびデータベース未登
録標本の入力支援を拡充

4

歴史博物館
資料整理事業

歴史資料および民俗資料等の整理業務を支援 2

6

特殊詐欺被害防止コール
センター事業

詐欺被害を未然に防止するため、民間施設にコール
センターを開設し、特殊詐欺被害に遭う可能性が高
い対象者への注意喚起を実施

10

10

100合　　計

農政環境部　計

県土整備部　計

教育委員会　計

警察本部　計
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令和２年度 緊急対応型雇用創出事業（公募提案型） 

企画提案募集要項〔概要版〕 
 

１ 背景・目的 
 新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、有効求人倍率の低下や解雇等見込数の増加、新規求職者

における事業主都合離職者数の増加等、雇用情勢の悪化が見られる。 

 こうした、新型コロナの影響による解雇や雇い止め等で離職を余儀なくされた方や、内定取消し等

により就労機会を失った方、就労が困難になっている方（以下、「コロナ関係失業者等」という）へ

の支援策として、民間事業者の柔軟な発想と企画の活用を目的とした公募提案型事業を実施すること

により、つなぎ雇用の機会を創出する。 

 

２ 募集内容 

事業要件 

(1) 県内の事業所において新たにコロナ関係失業者等を少なくとも 10 名以上雇用して

実施する事業で、その雇用期間が委託契約期間内(令和３年３月 31 日まで)である

こと 

(2) 新規雇用に際しては、必ず公共職業安定所へ求人すること 

(3) 新規雇用に際しては、履歴書、職務経歴書、その他コロナ関係失業者等であること

を証明できるものいずれかにより、コロナ関係失業者等であることを確認すること 

提出書類で確認できない場合は、自己申告書（別紙）の提出を求めること 

なお、いずれの場合も、採用面接時に状況の聞き取りを行うこと 

新規雇用者の

人件費 

委託事業費の概ね６割以上 

 新規雇用者人件費 賃金月 150 千円（週 29H）、通勤手当、社会保険料、労働保険料 

事業期間 契約締結日から令和３年３月３１日まで（最長） 

その他の 

要件 

(1) 県委託事業としての公共性があり、雇用機会を創出する効果が高い事業であること 

(2) 委託費の支給事由と同一の事由により支給要件を満たすこととなる国や県等の交

付金、補助金、助成金等との併給はできないこと 

(3) 建設・土木事業でないこと 

実施上の 

留意点 

(1) 新規雇用する労働者の募集は、公共職業安定所への求人申込を必ず行うこと。また、

自社ウェブサイト等の様々な媒体により広報に努めること 

(2) 本事業の対象とならない方は以下のとおりとする 

 ① 在職求職者（コロナの影響による離職が判明している方を除く） 

 ② 学業を本業とする学生 

 ③ 求職活動を行っていない方 

(3) 機械・設備等の備品は原則としてリース・レンタルで対応すること。 

(4) 委託事業の経理を明確にするため、他の経理と明確に区分して会計処理を行うこと 

(5) 委託事業は、県の承認なしに他者へ再委託することはできない 

(6) 本事業の成果物等に係る権利は、県に帰属する 

 

３ 応募について 

応募期間 
令和 2年 10 月 22 日（木）～11 月 6 日（金）17:00 まで［必着］ 

（受付時間 土・日・祝日を除く 9:00～12:00 及び 13:00～17:00） 

 
４ 雇用確保数  500 名分（事業全体） 

 

（参考）事業スケジュール 
  令和2年10月22日（木） 募集開始 
      11月 6日（金） 応募締切 
      11月中旬    審査会開催 
      11月下旬    委託契約締結 

別紙２ 


